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5はじめに　
本稿は、二〇一八年一二月一五日に開催された、武蔵野大学大学院法学研究科ビジネス法務専攻修士課程開
設記念シンポジウム『ビジネス法務の未来を語る』の冒頭に述べた趣旨説明を、時間の関係で省略した部分も補充して、論考の形に整えたものである。一
　
本研究科の目標
　
本研究科の目標等を三点にまとめると、①実務と研究をつなげた「ビジネス法務」の確立、②「産官学連携
型大学院」の探求、 ③トライアングル構成（社会人
1
/
3、 留学生
1
/
3、 学部からの進学者
1
/
3）での教育、
となる。以下に順次その説明を加えたい。
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１
　
実務と研究をつなげた「ビジネス法務」の確立
　
この目標の要諦は二点ある。第一には、 「ビジネス法務」の学修を、キャリアとして社会的に評価されるも
のとすることである。現時点では、 「ビジネス法務」専攻をうたう大学院自体が未だ非常に少なく、ビジネス法務 修士号が企業等への就職に有利に働くものとは言い難い状況である。　
第二には、 「ビジネス法務」の研究分野としての認知である。これまで法 部門の研究は、いわゆる法解釈
学を中心とした、 学理的なものに偏っていたといえる。しかしながら、 法律が社会規範であり社会を動かすルールである以上、法律とビジネスの関わりやその相互影響関係等を考察し研究する分野は、一つの研究分野として認知されてしかるべき 思われる。
 
２
　「産官学連携型大学院」の探求
　
この論点についても、ポイントは二点ある。一つ 、企業人のキャリアアップ教育ということである。昨今
では、社会人の学び直し教育ということが盛んに言われているが、ここでは、特に企業の中堅・若手の方々に、場合によっては就業を続けながら最先端のビジネス法務を学び、それをキャリアアップにつなげてほしいということを考えている。本研究科ではそのニーズに合 せて、社会人一年制コースも作り、入学試験も社会人の場合には職務経歴書の審査と面接で足りるようにし、また、フレックスタイム制への対応を想定 て、授業は午前中と夕方以降にのみ設定している。　
二つ目は、地方自治体との提携を図り、自治体の公務員の方々 研修機関としての機能を果たそうというも
のである。いくつかの自治体に人材をヒアリングしたところでは 自治体行政の中でも、最先端務の知識が必要である（職員の中 誰かはそう う方面に詳しい人材であることが必要）というニーズが相当程度にあるということであり、本日のシンポジウム開催についても、複数の から賛同のメッセージを頂
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戴しているところである。　
今後このような提携、 連携の交渉も、 対企業、 対自治体の両面で深めて行きたいと考えている。その場合のもっ
とも肝心なところは、やはり相互に
w
in-w
in
の関係が構築できるかどうかということであろう。一方当事者だ
けでなく、双方に確かなメリットがなければ、これからの産官学の連携は持続的な成功は望めないと考えるところである。３
　
トライアングル構成（社会人
1
/
3、留学生
1
/
3、学部からの進学者
1
/
3）による教育
　
これについても述べるべきポイントは二点ある。一つは、院生の相互影響への期待である。異なる母体から
の院生が同じ（少人数のゼミ的な）授業で学ぶことによって、お互いに経験や発想の違いを理解し、それが法律の多面的な理解につなが ことが期待されるのである。もう一点は、それぞれの出口 明確化が本研究科の特色につながるということ ある。　
たとえば、社会人については、先にも述 たように、もちろん広義 （定年退職者等も対象になる） 「学び
直し」も含まれるのではあるが、 くに本研究科では、現職 企業人の「働きながらのキャリアアップ」を実現したいと考えてい 。また留学生については 最先端のビジネス法務を学んで、母国か日本での企業への就職をすることが、主として望 れる出口である。最後に、学部 らの進学者については 将来的にはビジネス法務を学修 こ によって企業等への就職がより有利となることが目標である 、現時点では、在学中に法律関係の難関資格への挑戦をし もらうことも存在意義 一つと ろう。た えば、不動産鑑定士や司法書士などである。これらの資格試験は、 昨今 、 部 籍中 合格できる学生 非常に少ないのが現状である（たとえば平成三〇年度の司法書士 の最終合格者六二一名（受験者 四三八七名）中 、二二歳までの合格者は一〇名である） ような分野で 実績を作る 、本研究科としては目標としている ころ ある。
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二
　
シンポジウムの趣旨
１
　
新設法学研究科「ビジネス法務専攻」のアピール
　
本シンポジウムの第一の趣旨は、 新設法学研究科 「ビジネス法務専攻」 の独自性のアピールである。もちろん、
前述のように「ビジネス法務」の評価を確立させることが本来の目的ではあるが、わが国の大学院レベルでの法律学教育をみれば、一方で 科大学院の苦境ともいうべき状況があり、他方で伝統的な研究者養成機関としての大学院法学研究科修士・博士課程については、上位校のヒエラルキーが確固たる形で存在していて、新設校がそ 中に参入することはまず不可能である。このような状況の中で、新設法学研究科が活路を見出すためには、それらのいずれでもない、第三の道を開拓する とが不可欠の選択であったの ある。２
　
最先端の「ビジネス法務」の内容紹介
　
本シンポジウムの第二の趣旨は、最先端の「ビジネス法務」の内容紹介にある。ことに今回は、その中で
もいわゆる新領域分野関係の科目を紹介する形を取った。設置科目名でいう 、 「知的財産政策」 「金融法（F
inT
ech ） 」 「エンターテインメント法」 「再生可能エネルギー法」が本研究科設置科目であり、 「マーケティン
グ法」と「高齢者社会と法」は、現状では本研究科教員の法学部での設置科目 なる。もっ も、本研究科設置科目のうち、今回カバーしきれ いない、新しい金融法務 分野（ＡＢＬや電子記録債権関係など）については、次回 シンポジウムで取り上げる予定である。　
なお、半日のシンポジウムということから、それぞれの報告者に与えられた報告時間には制限があるが、後
日の大学紀要収録時には、適宜補充していただく
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３
　「ビジネス法務」に何がどこまでできるか、今後どう開拓・進展すべきか
　
今回のシンポジウムの個別報告と、その後に続くパネルディスカッションの前半部分「足元から二〇二〇年」
で明らかにしようとしているものは、 「ビジネス法務」と称するものは、どういうカテゴリーの広がりをもっていて、現状 おいて、何がどこまでできるのか、というこ であ 。個別報告者の皆さんから、それぞれの分野での現在の課題と考えられているところから発言を求めて議論してみたい。また今回のシンポジウムのパネルディスカッションの後半では、 プログラムに「二〇三〇年へ、 その先 未来へ」と書い が、 「ビジネス法務」は今後どう開拓、 進展すべきかを論じようと考えて る。パネラーの皆さんから、「ビジネス法務」はかくあるべきという未来像や、形成中の先端科目の完成像等を伺うところから、 「ビジネス法務」教育論等にまで至れれば幸いと考える。４
　
パネルディスカッションへのキーワード「イノベイティブな法務」
さて、そのパネルディスカッションへのキーワードとして私が提示したい は、 「イノベイティブな法務」という言葉である。
innovative
には、革新的、等の訳語も当てられるが、ここで私が考えるのは、何らかの新し
い創造をする法務、新しい付加価値を生む法務、というこ である。　
一般に、企業法務等の発展の過程については、紛争対処法務から予防法務へ、予防法務から戦略法務へ、と
いう説明がなされることがある。紛争が起こっ から 事後解決から 紛争を未然に防ぐ予防法務へ さらに、法務が積極的に経営戦略に関与していく戦略法務へ、という説明であるが 私 追求しようとしているのその先の、 「法務自体が新しい付加価値を生むビジネス法務」 探究なのである。つまり 例えば一企業の経営戦略のために駆使する法務知識、などというものを超えて 法務の営みそれ自体が 新たなビジネス特許を取得するスキームを開発したり、新たな経営分析指標 構築 つながったりする いう、段階であ 。ま 、少
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なくとも、そういう発想の契機をこのシンポジウムで見出すことができれば、望外の幸いというべきかもしれない。三
　「イノベイティブな法務」を探求するための「法律学のイノベーション」
　
最後に、私の考える「イノベイティブな法務」の探究方法について若干言及しておきたい。新しい付加価値
を持った創造的な法務を産み出すためには、まず法律学自体がそのような革新性、創造性を持たなければならない。その めには、 律学の中での分野横断型というか異分野結合型の研究や、法律学と他の学問との学際型の研究、さらには、産官学連携型の研究、など、なんらかの新しい研究枠組みが必要になるように思われる。　
実は本日のシンポジウムにおける個別報告は、すべて私がそのような観点から特に選定し依頼したものなの
である。　
報告順に説けば、相澤英孝教授の「知的財産政策とビジネス法務」は、知的財産「法」ではなく、政府の知
的財産「政策」との関連で見るところに新規性があり、有吉尚哉教授（弁護士）の「
F
inT
ech
とビジネス法務」
は文字通り新技術への対応の問題であり、金井高志教授（弁護士）の「マーケティング法 確立」は、文字通り学際的な新分野の創設である。また、水戸重之教授（弁護士）の「エンターテインメ ト 」は、異分野結合型というかハイブリッド型 新領域 あ （映画製作一つ とって 著作権から資金調達、興行契約等を含むことを想起されたい） 。さらに本田圭准教授（弁護士）の「再生可能エネルギー法」は、単純に太陽光売電の問題などに矮小化されてはな ない、環境学や地球の持続可能性につながる問題なのである。最後の樋口範雄教授の「高齢者法」は、代理や成年後見の問題か 、信託法 医療法 、まさに同教授が行ってきた研
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究分野のすべてが結合して初めて形になる新領域分野である。　
今日、ビジネス法務の重要性はようやく認識されつつあ
る
（1
（
。本学法学研究科ビジネス法務専攻は、このよう
に「イノベイティブな法務」の探究を行える人材を集めた研究機関としてスタートした。今後の研究成果の発出と、趣旨にかなう優秀 修了生 輩出 もって社会の評価を得たいと考える次第である。 
　
本シンポジウム開催後の二〇一八年一二月二九日付日本経済新聞には、 「法務人材、高まるニーズ―求人数一・五倍に」
と題した記事が掲載されている。
 注
（
1）
